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大 阪大 学看 護学雑誌Vo1.3No.1(1997)

妊婦の自動車運転に関する研究(第 一報)
一 小豆 島における実 態調査 一

中 嶋 有加里*・ 細 野 剛 良**・ 羽 座 典 子***・ 山 地 建 二* 

INVESTIGATION ON CAR DRIVING DURING PREGNANCY 

FACT-FINDING OF PREGNANT DRIVERSIN SHODOSHIMA ISLANDINQUIRY WOMEN 

Yukari Nakajima, Takayoshi Hosono, Noriko Haza, Kenji Yamaji 

Abstract 

In order to clarify the actual conditions of women drivers in pregnancy, we carried out fact-finding inquiry 
in Shodoshima island where numbers of women drivers are significantly large. We mailed questionnaire 
about car driving to 184 women who gave birth at Uchinomi Municipal Hospital in Shodoshima island and 
we received 138 available returns from the subjects. 
Results as  follows: 

O Among 138 women, 129 women had a driver's license and 117 women drove actually. Following results 
were obtained from these 117 women. 

© Even after 36th gestational week, 94 women  (80.3%) continued on driving. Even during emesis, 77 
women(66.7%) did not stop driving. 

© 	 After pregnancy, 78 women (66.6%) noticed no difficulty or even felt the convenience in driving dur
ing pregnancy. During Pregnancy, 35 women  (29.9%) experienced difficulty in driving, however only 
one woman thought not to drive again during her next pregnancy. 

® Women who drove a small car experienced difficulties more frequently. The number of drivers who fas
ten a seat belt were only 32 women  (27.4%). 

® Within a month after delivery 93 women (79.5%) began to drive again. 
These results clearly show that nowadays automobiles are indispensable in daily life, of course even for 

pregnant women in Shodoshima island. In conclusion we noticed importance of health guidance during preg
nancy considering personal affairs including car driving. 

Key words : pregnancy, driving, seat belt, small car

*大 阪大学医学部保健学科 母性 ・小児看護学講座**大 阪大学医学部医学科 生理学第2講 座***町 立内海病院
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概 要

妊娠中の自動車運転の実態を明らかにするために、女性 ドライバーの多い小豆島において調査 を行った。町

立内海病院で出産 した女性184名 に質問紙を郵送 し、138名 より回答を得た。

①138名 中免許保有者は129名 、実際に運転をしていた者は117名 であった。以下は117名 の分析結果である。

②94名(80.3%)と 大多数 の者が妊娠36週 以降まで運転を継続 していた。 また、つわ りの期間申も77名

(65.8%)の 者が運転 を中断していなかった。

③78名(66.6%)の 者が 「妊娠中の運転は支障がない」又は 「便利でよい」 との感想をもっていた。一方、

多少 とも困難を感 じた者は35名(299%)認 められたが、次回妊娠時に 「運転をしない」と考えている者

は ユ名のみであった。 

④	 軽 自動車群 に妊娠中の自動車運転に困難を感 じた者が多かった。シー トベル ト着用者は32名(27.4%)と


少数であった。
 

⑤	 出産後は1か 月目から運転を再開した者が93名(79.5%)に 達 した。

今回の研究から、小豆島では自動車利用が日常生活に欠かせないものとなってお り、妊娠中も例外ではない

ことが明 らかになった。妊娠中の保健指導 として自動車運転 を含む個別対応が重要であると認識した。

キ ー ワ ー ド:妊 娠 、 自動 車 運 転 、 シ ー トベ ル ト、軽 自動 車

1緒 言
一方、自動車運転が妊娠に与える影響については主と

して切迫早産～早産 との関連に焦点があてられてきた。

日本の現代文明を特徴づけるものの1つ として車社会 石原 ら2)は 自動車を利用する妊婦は対照に比べ切迫早

があげ られる。女性 ドライバーの数 も逐年的に増加 し、 産率が有意に高かったと報告 している。加藤 ら5)は 自動

妊娠中の自動車運転者数も増加 していることが予測され 車利用妊婦に切迫早産率が高いのは有職者が多いことが

る。事実、妊婦健診時に 「車を運転 しても良いか?」 と その要因のひとつであるが、 自動車利用それ自体が切迫

い う質問に少 なか らず遭遇するようになってきた。 早産発生の因子になり得ることが示唆されたと報告 して

1980年 、鈴木 ら1)は千葉県における就労女性の通勤方 いる。山下 ら6)は妊娠中、 自転車 ・自動車を運転 した場

法 としてマイカー運転 による通勤者が10%強 認められ 合の早産率は初産婦では高いが、経産婦では逆に低いと

た と報告 しており、女性 ドライバーの増加に注目をはら 報告 している。 このように少数なが ら、妊婦の自動車運

っている。 転 と切迫早産～早産を関連づけた報告が散見されるが、

1981～1982年 に石原 ら2)の行 った妊婦の交通機関利 いずれの報告も明確な根拠に乏しい。

用状況の調杢 によると、全妊婦の うち17%が 自動車を これに対 して、松沢 ら3)は妊婦の自動車運転に対 して

利用 してお り、地域別にみると公共輸送機関が発達 した 肯定的な結果を得てお り、尾形 ら7)は 妊娠末期22名 の

主要都市 より地方に自動車利用妊婦が多かったと報告 し 正常妊婦について自動車運転 による子宮収縮 ・血圧等の

ている。 パラメーターの測定を行い、特殊な例外を除いて運転 を

1982年 に松沢 ら3)の行った山形県 における妊婦の自動 禁止する理由に乏 しいと結論づけている。

車運転に関す る調査では、調査対象者の70%が 免許を このように、わが国における現在までの報告か らは妊

持ち、妊娠中 も運転を継続 している者が予想以上に高率 婦の自動車運転 と切迫早産～早産 との関連性 は混沌 とし

であったと報告 している。 た状況にあると言えよう。

同じく、1990年 に亀山ら4)の行った秋田県の農村地区 自動車が日常生活の必需品である米国における研究報

における妊婦の自動車運転に関する調査では、妊娠全期 告は、妊娠中も自動車運転 を継続することを前提 とした

間の運転率は予想以上に高かったと報告 している。 ものであり事故防止に主眼がおかれている。

この様に妊婦の自動車運転に関 して、少数ではあるが ちなみに、MEDLINE検 索による米国における妊産婦

その高い利用実態が報告 されている。 の 自動車運転に関する報告31件 の内訳は、妊婦 のシー
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トベル ト着用に関するものが6件 、小児用安全 シー トの

使用に関するものが10件 、妊婦の自動車事故例の事例

報告が12件 であ り、 自動車運転 と切迫早産～早産の関

連性に着 目した研究報告は見当たらない。

今回われわれは、適確 な対照の設定が殆ど不可能な妊

婦の自動車運転 と切迫早産～早産 との関連性に対するア

プローチはあえて行わずに、1994年8月 お よび1995年

8月 の2度 にわたる予備調査で妊婦の自動車運転者数が

かなり多いことを確認し得ている小豆島において、以下

の点を明らかにすべ く調査を行った。

1.妊	 婦申の自動車運転の実態:普 段(非 妊時)の 自動車

運転 との比較

2.妊 娠中の自動車運転の体験的感想 ・判断

3.妊 娠申の自動車運転 と車種、運転技術等の関連性

皿 研究方法

1.調 査 方 法 ・対 象

1995年8月 か ら1996年7月 の 期 間 に 町 立 内 海 病 院

(香 川 県 小 豆 郡)に お い て 出 産 し た女 性184名 に 対 して

郵 送 に よ る 質 問 紙 調 査 を行 い 、 有 効 回答 を得 た138名 を

対 象 と した(回 収 率:75.0%)。 調 査 期 間 は1996年8月

1日	 ～8月31日 。

2.調 査 事 項

1)普 段 の運 転 の実 態

2)妊 娠 中 の 運転 の実 態

3)現 在(産 後1年 以 内)の 運 転 の実 態

3.'先	 行 文 献検 索

1)外 国 文献

MEDLINE(1966年 ～1996年)で 、 キ ー ワ ー ドは 

pregnancy.maternity.drive.driving.car.automo-

bileで 検 索 した 。

2)日 本 語 文 献

主 と して 医 学 中 央 雑 誌(1991年 ～1996年)で 、 キ ー

ワ ー ドは 妊 婦 、 自動 車 運 転 で 検 索 した。

4.分	 析 方 法

単 純 集 計 の 後 、 ① 自動 車 の機 能(車 種 、 トラ ン ス ミ ッ

シ ョ ンの タ イ プ)、 ② 運 転 技 術(運 転 歴 、 シ ー トベ ル ト

の 着 用)、 ③ 生 活 条 件(子 ど もの 有 無 、 就 業 の 有 無)に

分 類 して ク ロ ス 集 計 を行 い 、 カイ ニ 乗 検 定 に よ る 比 較 を

行 っ た 。 有 意 水 準 はp<0.05、p<0,01、p<o.00iを


「有 意 差 あ り」、p<0.1を 「傾 向 あ り」 と した。


皿 結 果

1.調 査 対 象 に関 す る基礎 的 事 項

1)日 常 の 交 通 手 段

小 豆 島 で は 、 回答 者138名 中121名(87.7%)と 大 多

数 が 自 動 車 を 利 用 し て お り、 自 転 車 利 用 車 は15名

(10.9%)、 バ ス利 用 者 は4名(2.9%)と 少 数 で あ っ た。

2)内 海 病 院 ま で の通 院方 法


自動 車 を 自 ら運 転 して 通 院 した 者 は104名(75.4%)、


自動 車 に 同乗 して通 院 した者 は30名(21.7%)で あ っ た。

通 院 時 間 は1分 ～45分 の 範 囲 で 、30分 以 上 か か る 者 は

28名(20.3%)と 少 数 で あ った 。

3)自 動 車 の運 転 に つ い て

運 転 をす る者 は117名(.,.%)免 許 は あ る が 運 転 を

し な い者 は12名(8.7%)、 免 許 を もっ て い ない 者 は9名

(6.5%)で あ り、 殆 どの者 が 自分 で 運 転 して い る実 態 が

明 らか に な っ た 。

以 降 は 、 運 転 をす る者(以 下 ドラ イ バ ー とす る)117

名 に つ い て 集 計 ・分析 した 結 果 を報 告 す る 。

2.ド ラ イ バ ー に関 す る基 礎 的 事 項

1)属 性

ドラ イバ ー117名 の年 齢 は21～38歳 に 分 布 し、 平 均

年 齢 ±SDは29.1±3.9歳 で あ っ た 。 在 胎 週 数 は妊 娠36

～41週 に分 布 し、 大 多 数(112名 、95.7%)の 者 が 正 期

産 で あ っ た が 、 正 期 産 に近 い 妊 娠36週 で の 出 産 も5名

認 め られ た 。 初 産 婦 は52名(III%)、 経 産 婦 は65名

(55.6%)で あ っ た 。就 業状 況 は有 職39名(33.3%)、 無

職78名(66.7%)で あ っ た。

2)運 転 歴

運 転 歴 は3か 月 ～18年 に分 布 し 、 平 均 年 数 ±SDは

8.8±4.1年 で あ っ た 。 運 転 歴10年 未 満 の 者 が65名

(55.6%)、10年 以上 の者 が52名(44.4%)で あ った 。

3)車 種

軽 自動 車 に乗 って い る者(以 下 軽 自動 車 群 とす る)は

59名(50.4%)、 普 通 自動 車 に 乗 っ て い る者(以 下 普 通

自動 車 群 とす る)は40名(34.2%)で あ り、 軽 自動 車 と

普 通 自動 車 、 普 通 自動 車 と他 の タ イ プ の車 な ど複 数 の 車

種 に乗 っ て い る 者 も7名(5.1%)認 め られ た。

4)ト ラ ンス ミ ッ シ ョンの タ イ プ

オー トマ テ ィ ッ クが67名(57,3%)、 マ ニ ュ ア ル が40

名(34.2%)、 双 方 が2名(1.7%)で あ っ た。

3.普 段 の 運 転 の 実 態

日常 的 に 運転 を して い た 者 が85名(72.6%)と 多 数 を

占 め、 運 転 時 間 は1時 間以 上2時 間 未 満 の者 が 最 も多 か
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表1普 段の運転時間 妊娠中の運転について、身近な人に反対された者は39

名(33.3%)、 反対 されなかった者は75名(64.1%)で
普段の運転時間 人 n=117

あった。妊娠中の運転を反対された者は、経産婦に比べ
日常的に運転していた 85 72.6%

30分 未満 5 4.3% て初産婦に有意に多 く(p<o.oi)、 また反対されなかっ

30分 以上1時間未満 zs 21.4% た者に比較 して運転 をできるか ぎりひかえた者が有意に

1時間以上2時 間未満 45 38.5%
多かった(p<0.01)。

2時間以上 9 7.7%

1 o.svo
2)妊 娠中の運転期間

無回答 

必要に応じて運転していた 29 24.8% 妊 娠36週 以 降 まで運 転 を続 け てい た者 は94名

週 に1日 z 1.79'0 (80.3%)と 大多数であった。 また、つわりの期間につ

2日 7 6.09'0 いては、運転 をしていた者は77名(66.7%)、 運転をひ
3日 5 4.3%

かえた者は18名(15。4%)、 運転をしなかった者は19名
4日 3 2.69'0

5日 1 o.sgo
(16.2%)で あ り、多 くの者がつわりの時期 にも運転 を

レジ ャー等 の時 5 4.3 している実態が明らかになった。

帰省時 2 1.79'0 妊娠中も運転を続けていた最大の理由として、「他の

無回答 3 2.6%
交通手段では時間がかかる」「子 どもなどを乗せ られる」

と回答 した者が多かった(表2)。

3)運 転時の トラブル

妊娠 中 の運転 で、危 険や 困難 を感 じた者 は35名
っ た(表1)。 自動 車 の 使 用 目的 は 、 買 い物(88 .9%)、 (29.9%)、 感 じなかった者は79名(67.5%)で あった。

通 勤(54.7%)、 子 ど もの 送 迎(29.1%)が 主 た る もの で
その時期 として、妊娠初期が35名 中15名(42.9%)、 妊

あ っ た。
娠中期8名(22,9%)、 妊娠後期26名(743%)で あっ

4.妊 娠 中 の 運 転 の 実 態
た。

1)運 転 時 間 の変 化
危険や困難を感 じた者35名 に具体的な内容 について

妊 娠 中 の 運 転 時 間 が 普 段 に 比 べ て 全 く変 わ らな か っ た
記述を求めたところ、つわりによる気分不良(8名)が

者 が46名(39.3%)、 妊 娠 前 よ り ひか え た 者 、 で き る か
最 も多 く、腹部がはる(7名)、 腹部が大 きくなり運転

ぎ りひ か え た 者 、 長 時 間 の運 転 は避 け た者 を 一括 して ひ
が困難(7名)、 後方確認が困難(2名)、 眠 くなる(2

か え た者 とす る と65名(55.6%)で あ り、運 転 を 中止 し
名)、流産しないか心配(2名)、 注意力の低下(2名)、

た 者 は1名(0.9%)の み で あ っ た(図1)。 車 種 、 トラ
追突された(2名)な どであった。

ンス ミ ッシ ョン の タ イ プ、 運 転 歴 、 子 ど もの 有無 に よ る
妊娠中の運転で予想される トラブルについてリス トア

運 転 時 間 の差 は 認 め られ な か った 。

表2妊 娠中も運転を続けていた理由

最大の理由 理由(重 複回答)

人 n=117 人 n=11ア

妊娠 中は運転をやめた09% 無回答 他の交通手段では時間がかかる 50 42.7% 72 67.5%

妊娠前よリ使用頻度が増z 子どもなどを乗せられる 19 16.2% 54 46.2°k

2.6% 荷物を持たなくてよい to 8.5°h 72 61.5%

長時間の運転は避け 便利だから 7 6.0% 9 7.7°h

気分転換になる 3 2.6% 16 13.7%

妊娠前と全く バスの発着時間に拘束される 3 2.6% 32 27.4%

変わらない バスの本数が少ない 3 2.G°k 29 24.8%

できるかぎりひかえた 通勤に必要 3 2.6% 4 3.4°h

バス停まで遠い 2 1.7% zo 17.1%

自転車よりも安全 1 0.9% 22 78.8%

自転車よりも楽 1 0.9% 14 12.0%

運転が好きだから 1 0.9% 11 9.4°h

他の妊婦さんも運転 しているから 0 0.0% 13 日.1%

妊娠前よりひかえた その他 5 4.3% 7 6.0%

無回答 9 7.7% 1 0.9%

図1運 転時間の変化(n=117)
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(n=117〈 重複回答〉)

腹部が大きくなることでで運運転転がが困困難難
一

神経をっかう
一

疲れやすい
一

縮が多くなる
一

シー トベル トで腹部がが圧圧迫迫さされれるる
一


集中できない
一
闘


と変わらない
一
鬮
 

その他
一
■ 

無回答 1
駟1`・ 1・IIiI・lIII目lI目1・ 

0%'20%40%60%80°h100%


図2運 転時に感 じた トラブル

ップし、実際に感 じたか否か回答を求めた結果を図2に

示す。「腹部が大 きくなることで運転が困難」と回答 し

た者が51名(43。6%)と 最 も多かった。「子宮収縮が多

くなる」 と回答 した者は30名(25.6%)で あ り、車種で

は普通 自動車群に比較 して軽自動車群、 また トランス ミ

ッションのタイプではマニュアルに比較 してオー トマテ

ィック車に乗っている者に多い傾向が認められた(p<

0ユ)。「集中できない」と回答 した者は、運転歴10年 未

満の者が運転歴10年 以上の者に比較 して有意に多かっ

た(p<0.05)。

4)シ ー トベル トの着用率

シー トベル トの着用者は32名(27.4%)で あり、着用

率 は低かった(図3)。 シー トベル ト着用率について、

車種、 トランスミッションのタイプ、運転歴による差は

認められなかったが、シー トベル トの着用者は非着用者

に比較して妊娠中の運転をできるかぎりひかえた者が有

意に多かった(p〈0.05)。

無 回答3.4%

図3妊 娠中のシー トベル ト着用率(n=117)

5)妊 娠中の自動車運転 に対する感想

今回の経験から妊娠中の自動車運転に対する感想を求

めた結果を表3に 示す。「特に支障はない」と回答 した
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表3妊 娠中の自動車運転に対する感想

入 n=177

特に支障はない 70 59.8%

困難を感 じたのでできる限 リ避けた方が良い 29 24.8%

便利で良か った B 6.8%

やめるべきだと思った 0 0.0%

その他 7 6.0%

無回答 3 2.6%

運

どちらともい

図4次 回の妊娠時に運転する意志(n=117)

者が70名(59.8%)と 多かった。「困難を感 じたので、

で きる限 り避 けた方が良 い」 と回答 した者 は29名

(24.8%)で あり、軽 自動車群が普通自動車群 に比較 し

て有意に多かった(p〈0.05)。

次の妊娠時にも運転するか否か回答 を求めたところ、

「運転する」 と回答 した者は93名(79.5%)と 多数であ

り、「運転 しない」と回答 した者は1名(0.9%)の みで

あった(図4)。

5.出 産後の運転の実態

出産後に運転 を再開した時期あるいは再開予定の時期

は、「産後1か 月か ら」 と回答 した者が93名(79.5%)

と多かった。再開 した理由として、「車がないと不便」

と回答 した者が100名(85.5%)と 大多数を占めた。

N考 察

1.普	 段の自動車蓮転について

瀬戸内海国立公園に浮かぶ小豆島は香川県の県都 ・高

松市か ら海路20数 キロに位置 し、内海町、土庄町、池

田町の三町で構成されている。四方を海で囲まれている

ため、半農半漁の第1次 産業が基本となっているが、地

場産業として醤油 ・佃煮 ・そうめんなどの食品工業や石

材工業が盛んである。さらに近年は観光関連事業等の第

3次 産業の発展が著 しい。

都市部に比較してかなり濃密な地域コミュニティが保
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たれているが、個人個人のライフスタイルは都市部に居

住する人々と殆 ど変わ らない。食糧品をはじめ日常生活

必需品はスーパーマーケ ットでの購入が中心 となってい

る。島内の公共の交通手段 としてバスがあるが、運行は

幹線道路に限られてお り、本数も少なく、 自動車の必要

度は都市部以上に高い生活環境にある。

事実、138名 の調査対 象 中、免 許保有者 は129名

(93.5%)で あ り、本邦 における20歳 代～30歳 代の女性

の免許保有率(75～85%)8)を 上回っている。

実際 に日常的に運転 をしている者が85名 と免許保有

者の過半数を占め、自動車の使用 目的もレジャー等では

なく、買い物、通勤 など日常生活行動が主であることか

ら、小豆島に居住する20歳 代～30歳 代の女性にとって、

自動車運転はライフスタイルに直結するものとなってい

る。

2.妊 娠中の自動車運転について

117名 の ドライバー中、妊娠によって運転を中止 した

者はわずか1名 であ り、 さらに94名(8α3%)と 大多数

の者が妊娠36週 以降まで運転 を続けてお り、 自動車運

転の日常生活行動への浸透ぶ りが明らかとなった。

妊娠中の運転で困難や危険を感じた者が35名(29.9%)

あ り、「困難を感 じたので、できる限 り妊娠中の自動車

運転 を避けた方が良い」 との感想 を もった者が29名

(24.8%)い るにかかわ らず、「やめるべ きだ と思った」

者は皆無であ り、さらに次回の妊娠時には 「運転 しない」

と回答した者 は1名 のみであった。

自動車運転が日常生活行動に欠かせないものとなって

お り、妊娠中は避けた方が良いと認識 してはいるが、自

動車を利用 しない生活行動 よりは多少の困難や危険を承

知の上で、運転の継続 を自己選択 している者が30%弱

いる実態が明 らかになった。

一方、妊娠申の運転で危険や困難を感じなかった者は

79名(67.5%)と 過半数を占め、 「自動車運転は妊娠中

で も特に支障はない」 「便利で良かった」 との感想 をも

った者も合わせて78名(66,6%)と 過半数に達した。

典型的な車社会である米国では妊婦死亡の最大の単一

要因は自動車事故である9)。自動車事故による死亡ある

いは重大な身体への障害はシー トベル トの着用により、

かな り予防で きることが証明されているにもかかわ ら

ず、1980年 代半ばまでは妊婦のシー トベル トの着用率の

低さが問題視されていた10)・11)。健康教育の重要性が指

摘され、米国産婦人科学会等の努力により、近年は妊婦

のシー トベル トの着用率 も上昇 してきたが、1990年 の報

告では未だ23%の 妊婦 にはシー トベル トが必要 との情
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報が周知 されてお らず、一層の健康教育の重要性が指摘

されている12)。2592例 の妊婦の自動車事故を分析 した最

近の報告でも、改めてシー トベル ト着用を推進す る方策

の妥当性が強調 されている13)。

一般の女性 ドライバーに比較 して妊婦のシー トベル ト

着用率が低い原因として、妊婦 自身はシー トベル ト着用

により生存の可能性が高まることを知っていても、自分

は助かっても胎児損傷があるのではという心配が最大の

もの と報告されている14)。しかしなが ら自動車事故によ

る胎児死亡の主原因は妊婦 自身の死亡であ り10)、出産間

近の ヒヒを用いた自動車正面衝突の実験で も有効なシー

トベ ル ト着用 による胎児死亡率の減少が報告されてい

る15)。米国産婦人科学会ではこの様な胎児に関するデー

タを取 り入れた妊婦教育用のパ ンフレットを作成 して、

妊婦のシー トベル ト着用の推進 をはかってお り、近年の

妊婦のシー トベル ト着用率の上昇に一役かっているもの

と考えられる。

小豆島における妊婦の自動車運転の実態からみて、妊

娠中の自動車運転を制限する方式の健康教育は実情 にそ

ぐわず、米国式の事故防止策の推進を積極的に取 り入れ

るべ きであろう。この観点からすると、小豆島における

一般女性 ドライバーのシー トベル ト着用率が81 .4%で あ

るのに比較 して(内 海町交通安全協会による)、妊婦の

シー トベル ト着用率の低さ(27.4%)が 問題である。問

題解決には、米国の先例からして次の2点 が重要である

と考えられる。①自動車衝突事故に際 して ドライバー自

身はもとより、胎児の安全性のためにもシー トベル ト着

用が有効であることを周知 させる。② ドライバーに妊娠

時の正しいシー トベル ト着用法を指導する。指導の場 と

しては母親学級が適当であり、現在パ ンフレットの作成

を検討中である。

一方、わが国における先行研究は数少ないが、その殆

どは妊娠申は自動車運転 をひかえるべ きであるとの前提

に立脚している2)・4)・5)・6)。「妊娠初期はつわり症状や眠気、

頭痛、めまい等の違和感を訴える妊婦が多 く、集中力の

欠如が懸念される。妊娠が進むにつれ腹部の増大によっ

て乗 降動作 に困難を来 し、運動能力 も低下する。」 とい

う理解に基づ くものである。妊娠に伴 うこれ らの生理的

変化 に対応 して、今回の調査対象の妊婦もつわりの時期

には運転 をひかえる～一時的に中断 している者が37名

(31.6%)認 め られた。又、妊娠全期間を通 して多少と

も運転をひかえた者が65名(55.6%)と 過半数であ り、

日常生活に欠かし難い自動車運転ではあるが、 自分の体

調と相談の上、自己管理 ・自己調節を行っている状況が
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クローズアップされた。

この事実からも、妊娠中も自動車運転を継続するとい

う前提に立って、 日常生活行動を視野に入れた個別的保

健指導の重要性がうかがえる。

自動車利用妊婦は対照に比べて切迫早産率が有意に高

い との報告2),5)があるが、予測 される様々な要因を無視

した対照の設定に問題があり、切迫早産の原因を一義的

に自動車利用に帰することには無理がある。ただし、今

回の調査でも運転後に 「子宮収縮が多 くなる」 と回答 し

た者は普通 自動車群より軽 自動車群に多い傾向があ り、

今後に検討を要する課題ではある。これに関連して、直

接的に子宮収縮を記録 した研究7)で は、 自動車運転によ

る収縮増加は認められていない。ただし、モニター機器

を使用した研究は1件 だけであり、追試 ・確認が望 まれ

る。

3.出	 産後の自動車運転について

産褥は 「分娩が終了 し、妊娠 ・分娩に伴 う母体の生理

的変化が非妊時の状態に復するまでの状態。その期間は

6～8週 間である。」 と定義されているis)。したがって、

非妊時と同程度の生活行動やスポーツ等の再開の時期も

産後6～8週 間を目標にするように保健指導が行われて

いる。

今回の調査では、自動車運転の再開の時期については

「産後1か 月か ら」 と回答 した者が93名(79,5%)に 達

してお り、未だ産褥期間中から運転を再開している実態

が明らかになった。

米国においては乳幼児の自動車衝突事故による死亡も

重要な社会的関心事 となってお り、全米50州 およびワ

シン トンD.0に おいて小児安全用シー トの使用が義務づ

けられている。これに関連 して小児安全用 シー ト使用の

実態調査や健康教育による使用率の向上の試み ・成果等

に関する報告が数多 くなされている17)一 特に妊娠中一23)。

や出産直後における健康教育やカウンセリングの有用性

が指摘 されている。

今回は乳幼児に対する小児用安全シー トの使用に関す

る調査は行 っていないが、自動車運転の日常生活へ の浸

透ぶ りに鑑み、今後は出産後の自動車運転時における乳

幼児安全対策にも着目する必要がある。

V結 論

1.小	 豆島においては、20歳 代～30歳 代の女性 にとっ

て自動車運転は日常生活行動の一部 となってお り、

妊娠 中も出産問近まで継続して自動車運転 をしてい

る者が大多数である実態が明らかになった。

2.妊	 娠中の自動車運転で、特に危険や困難を体感する

ことなく、「便利で良い」「支障ない」との感想をも

っている者が67%に 達 した。一方、多少 とも危険

や困難を体感 した者は30%認 められたが、「運転を

やめるべ きだと思った」者は1人 もなく、次回妊娠

時に 「運転をしない」 と考えている者 も1名 だけで

あった。

3.車	 種については、軽 自動車群が普通自動車群に比べ

て 「危険や困難を感 じたのでできる限り避けた方が

良い」 と回答 した者が有意に多 く、子宮収縮を自覚

する者が多い傾向が認め られた。運転技術 について

は、運転歴10年 未満の者が10年 以上の者に比べて

「集中で きない」 と回答 した者が有意に多かった。

妊娠中の自動車運転におけるシー トベルト着用率の

低 さ(27.4%)が 明 らかとな り、啓発の必要性を認

識 した。
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